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内 容

1. 日本における地層処分事業

2. 研究開発の展開

3. 地層処分計画の再構築

4. 今後に向けて
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最終処分法に定められた処分場開発計画

調査段階:約 20年 約10年 約50年以上

概
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定

精
密
調
査
地
区
選
定
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処
分
施
設

建
設
地
選
定

操
業

閉
鎖

文
献
調
査

100年以上

概
要
調
査

精
密
調
査

建
設

2002年：NUMOは全国市町村を対象に公募を開始

2007年：国の申し入れと市町村の受諾による方法を付加（総合資源エネルギー
調査会放射性廃棄物小委員会中間取りまとめ）

2008年：改正法の施行（地層処分低レベル放射性廃棄物を事業対象に付加）
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段階的調査に基づくサイト選定プロセス

概要調査 精密調査 建 設

地表からの調査
地表＋地下施設
による詳細調査

最終処分施設の
建設・操業

文献調査

文献による調査

地表からのボーリング
調査などによって、

地下深部の調査施設に
おいて、

直接調査

文献の収集と調査に
よって、

明らかに不適格な
場所を避ける

適格な場所である
ことの見通しを得る

適格な場所である
ことを確認する

次の段階に進まない

・火山や活断層など
の活動記録を調査

・火山活動の痕跡や
活断層などの存在

・地質、地下水の流れ
方などを現地で調査

・断層や岩盤の性質、
地下水の成分などを

結果の
公開

知事・

市町村長

ご意見

Yes

No

適

不適

結果の
公開

知事・

市町村長

ご意見

Yes

No

適

不適

結果の
公開

知事・

市町村長

ご意見

Yes

No

適

不適

事業許可申請

安全審査

処分施設建設地選定

次の段階に進まない 次の段階に進まない
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概略の広域スケール地質
環境モデルの構築

人工バリア
仕様の例示

処分施設概
念の例示

上記を踏まえた概略的な
安全評価等

地質環境特性
の推定

精密調査段階概要調査段階文献調査段階

概要調査地区の選定
概要調査の計画

地質環境の
調査・評価

工学的対策
の検討

・安全性（埋
設後長期、建
設時・操業
時）の評価
・事業実現可

能性の検討

広域スケール地質環境モ
デルの改良

処分場スケール地質環境
モデルの構築

人工バリア
の概念設計

処分施設の
概念設計

地質環境特性
の把握

精密調査地区の選定
精密調査の計画

広域・処分場スケール地
質環境モデルの改良

更に小さなスケールの地
質環境モデルの構築

人工バリア
の基本設計

処分施設の
基本設計

地質環境特性
の詳細把握

処分施設建設地の選定

上記を踏まえた
安全評価等

上記を踏まえた
安全評価等

文献の収集
（全国規模+個別地域）

天然現象・第四
紀未固結物等
の不適格範囲

の除外

地上からの調査
（物理探査、ボーリング調査等）

地下調査施設（坑道）での調査
および

地上からの調査

天然現象・坑道
掘削の不適格
範囲の除外

天然現象の著し
い影響の回避

の確認

サイト選定過程における調査情報の蓄積
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地層処分に関する研究開発

地層処分の特徴を考慮した戦略
− 超長期的な安全確保と処分事業の長期性への対応

− 処分システムの継続的な信頼性向上

研究開発のアプローチ
− 課題に即したボトムアップ的な研究開発から、要件に沿ったよ

りトップダウン的な研究開発への移行

− セーフティケースの作成による研究の方向付けと課題抽出

− 長期にわたる地層処分計画において求められる予見性

− 最新の科学技術的知見の反映

− 多様なステークホルダーへの共通な知識基盤の提供という視
点への移行

− 知識の開発に過度の負担とならず，知識の利用者の要求に適
切に応えることを目的とした品質管理システムの適用
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地層処分に関する技術的進展

 地層処分の技術的成立性の確認

• 1976年から実施されてきた幅広い地質条件を対象とした研究開発の結果、

‐ 日本においても適切なサイトを選定すれば、海外と同等の安全性を有する高レベ
ル放射性廃棄物の地層処分が実現できるということを提示

「地層処分研究開発第２次取りまとめ（1999）」

‐ 長半減期低発熱放射性（TRU）廃棄物に対して提示 「第２次TRUレポート
（2005）」

 上記を技術基盤として「最終処分法」が成立 （2000年、2008年改正）

 事業段階におけるこれまでの研究開発

• サイトが特定された際に適用可能とするための研究開発を継続強化

現実的な地質環境条件への適用性実証

処分場閉鎖後の長期安全性だけでなく建設・操業等の安全性の検討、関心のある
ステークホルダーへの積極的な情報提供と合意形成

科学技術の進歩や社会条件の変化に対応可能な技術的柔軟性の確保

多様な情報の指数関数的な増加（情報爆発）に対応可能な知識マネジメント
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地層処分事業段階における研究開発の体制

○事業の安全な実施

○経済性･効率性向上
事業実施に向けた技

術開発

監督

規制

NUMO

○基本方針の策定

○最終処分計画の策定等

○安全指針等の策定

○ 深地層の科学的研究
○ 地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化

国

地層処分基盤研究開発機関

研究開発の役割分担は、経済産業省、NUMO、原子力機構等からなる「地層処分基盤
研究開発調整会議」（H17.7設置）で全体計画を策定し、成果をレビュー
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地層処分基盤研究開発とNUMO技術開発

相互補完的関係

地層処分基盤研究開発
処分システムに係る現象の科学的基礎
の理解とそのためのインフラ（特にURL
計画）整備（自然物と天然物から構成さ
れるシステムの複雑で長期にわたる現
象の科学）
上記科学的基礎の理解に基づき、処分
技術の信頼性向上を目的として、産業
界も含め様々な科学技術分野の先端
的技術の適用を促進（先端科学技術の
適用による処分技術の多様性の拡充）

NUMO技術開発
基盤研究開発の成果を反映しつつ、処
分事業を、安全性と経済性に配慮して
確実に進めるための実際的技術の開
発（経験と安全上の保守主義を重視し
た経済合理的な技術としての地層処分
技術への統合）
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公募方式のサイト選定－技術基盤（1）

「概要調査地区選定上の考慮事項の背景と
技術的根拠」（NUMO, 2004）

• 文献調査における考慮事項の提示

• 法定要件に関する事項
− 概要調査地区選定に関する適格性を評

価する事項

− 地震、噴火、隆起・侵食、第四紀の未固
結堆積物、鉱物資源

• 付加的に評価する事項
− 法定要件に対する適格性が確認された

地区を対象に、概要調査地区としての特
性を総合的に評価し、必要に応じて相対
比較を行う事項

− 地層の物性・性状、地下水の特性、地質
環境の調査・評価（範囲や規模、調査技
術の適用性など）、建設・操業時における
自然災害の発生可能性、土地の確保、
輸送
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「高レベル放射性廃棄物地層処分の技術
と安全性」（NUMO, 2004）

• 公募によるサイト選定のアプローチでは
多様な地質環境が想定

• 応募地域の地質環境に適した処分場の
概念の選択や仕様の設計を柔軟に行う
ための方法論の開発

− 処分場概念カタログ

− 設計因子

 応募地域の地質環境や処分場の設計
仕様の特徴を表現可能な現実的なシナ
リオ、モデル、データの開発戦略

公募方式のサイト選定－技術基盤（2）
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これまでに基盤研究開発機関などが構築した文献調査段階から概要調査段階
の地質環境調査・評価技術の有効性を，電中研との共同研究において確認

体系的な地質環境調査・評価技術の整備
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設計の方法論

• サイト特性調査とモニタリング

• 回収可能性

• 環境影響

• 社会経済的側面

• 長期安全性

• 操業安全性

• 工学的成立性／品質保証

• 工学的信頼性

サイト環境条件

オプションAの
適合性と限界

‥ ‥ 
設計因子フィルター

処分場概念
オプションA

処分場概念
オプションB

処分場概念
オプションC

オプションBの
適合性と限界

オプションCの
適合性と限界 ‥ ‥

サイト環境条件の
重要因子の特定

オプションAの改良可能性
（必要なR&D） ‥ ‥ ‥

オプション間の相互比較

‥ ‥ ‥

‥ ‥

‥ ‥

設計因子
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処分場概念カタログ－オプションの例

a) 地下施設レイアウト d) 廃棄体定置方式

c) 廃棄体集合型
オーバーパック

多層パネル方式 サイロ型処分方式

深孔処分方式

長坑道処分方式
単一パネル方式

（第２次取りまとめ）

採鉱型処分孔方式

採鉱型処分孔方式

サイロ型処分方式

廃棄体多段処分孔方式
b) プレハブ型人工バリア
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性能評価／安全評価手法の開発

体系的シナリオ開発手法（JAEAとの共同研究）
• 安全機能とFEPを融合したアプローチ
• 関連する学問分野の最新の知識の反映

できるだけ現実的な（realistic）モデルやデータベース

• 候補地地域の地質環境に応じた処分場の設計に基づく
地層処分システムの特徴を適切に評価し、異なる地質
環境や処分場設計を比較検討

閉鎖前及び閉鎖後の長期安全性を考慮したセーフティ
ケースに応じた評価手法

指数関数的に増大する知識ベースを管理するための先端
的知識管理ツールを利用したユーザーフレンドリーなコミュ
ニケーションプラットフォーム
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シナリオ ストーリーボード

 多様な学術分野の最新の知見に基づくシステムの理解と付随す
る不確実性を概観

 さまざまなステークホルダーとのインターフェイス

SDM+ 
evolution

Location of 
repository

Domain and 
scale of 
various 

components

Natural 
disruptive 
events and 

uncertainties
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M H

C T周辺母岩

地下水と緩衝材の接触→緩衝材の不飽和
→緩衝材の飽和→止水性の維持

地下水の流れ

オーバーパック

EDZ

セメント・地下水の反応による高ｐH地下水
の浸入→高ｐH地下水による緩衝材の溶解沈
殿→緩衝材の変質（外側）

OPの腐食→腐食生成物と緩衝材との反応
→緩衝材の変質（内側）

母岩、緩衝材の変質

OP腐食生成物
による変質

岩盤クリープ

OPの腐食膨張
OPの腐食→OP腐食膨張→OP強度低下

OP腐食膨張→緩衝材の圧密→緩衝材の流出

定置後→ 数十年で最高温度に到達（100℃以下）
→~千年で地温程度まで低下

鉄－ベントナイト相互作用

セメント系材料との相互作用

再冠水時のパイピング

飽和後の亀裂への侵入・流出

構成鉱物の沈殿と溶解

地下水組成の変化
／侵入地下水との
反応

緩衝材の長期クリープ
粘性体としての移動

モンモリロナイトの変質

赤字：影響要因（阻害するプロセス）

基本状態設定における
THMCRプロセス

熱変質

ガラス固化体

ニアフィールド状態設定と現象モデルの開発

（NUMO-JAEA シナリオ開発手法に関する共同研究）
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スケールに応じた水理地質構造モデルのイメージ

広域スケール （数十km） 処分場スケール （約km） ブロックスケール （数百m）

 多孔質媒体モデルによる三次元解析
 地質環境特性（T-H-M-C）やこれらの
時間変化による影響
 動水勾配分布
 地下水の移行距離／移行時間

 GBI（地質環境と生活圏のインターフェイ
ス）のバリエーション

 多孔質媒体モデルによる三次元解析
 広域スケールと整合的な境界条件，地
質環境の設定

 坑道の透水性やEDZ（掘削影響領域）
の影響などの設計条件を考慮

 割れ目情報，人工バリア構成を形状モ
デルに反映

 地下水の移行状態に基づき，三次元の
亀裂ネットワーク，等価多孔質媒体，お
よび両者の組み合わせによるモデル化
と解析

 広域・処分場スケールと整合的な境界
条件，地質環境の設定
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 地質環境の時間変化を含む以下の情報
• 動水勾配分布（地形，地質・地質構造との関係）
• 地下水（物質）の移行距離／移行時間
• 生活圏への核種放出位置のバリエーション

広域スケール

 流量の分布（解析のメッシュ毎）
 動水勾配の分布（解析のメッシュ毎）
 近傍の断層または処分場領域外側までの地下水移

行時間（解析のメッシュ毎）

 廃棄体から下流側（例えば100m
位置）での放射性核種の移行率

ブロックスケール

水理境界条件

水理
境界条件

処分場スケール

 １００ｍの母岩を通過後
の放射性核種の移行率

 パネル毎（または解析の
メッシュ毎）に算出し加算

 処分場から外部に移行
する核種移行率

 地表へ移行する放射性
核種の移行率

統計量を用いていることから複数の仮想の場を生成し流量や動水勾配を考慮

広域および処分場スケールの物
質移行解析の結果を統計処理

各スケールにおける核種移行評価に関する情報の流れ

核種移行解析結果の抽出
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102

101

100

10-1

10-2

10-3
K
d

(m
3
/
kg

)

10-4

10-5

0.001 0.01 0.1 1

イオン強度 (mol/L)

イオン強度 0.024 M（淡水系地下水）
絞込み条件： 10-3Mオーダ範囲のイオン強度

パラメータの設定

統計学的なデータ分布の確認

データの傾向分析

収着実測値データベース
（JAEA-SDB）

データの抽出

データの品質評価

Csの収着分配係数はイオン強度依
存性が高いことから，絞込むデータ
に関してはイオン強度が同じオー
ダーの範囲で絞込みを実施

花崗岩類の収着分配係数の設定例

データの絞込み

Kd（分配係数）値としては中央値を設定

20

6
5

12

7

2
3

11

16

中央値
対数平均値

23

○

○

NUMO－JAEA共同研究

K
d

の
頻

度

Kd (m3/kg)
イオン強度の範囲 (mol/L): 10-3Mのオーダー
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10-6

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

101

102

被
ば
く
線
量
、
μ
S
v/
年

100 101 102 103 104 105 106

処分後の経過時間、年

Total

C14

Cl36

Ni59

Se79

Zr93

Mo93

Sn126

I129

Cs135 Pb210

Ra226

Th229

Np237

Pu239

Pu240

Am243

変動，稀頻度事象，人為事象シナリオ

安全評価解析例

最大被ばく線量 （μSv/年，またはμSv/回）

1E-4 1E-3 1E-2 1E-1 1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4 1E+5

深成岩・基本シナリオ

鉄影響による緩衝材の変質

緩衝材浸食

ガラス固化体溶解速度不確実性

火山噴火・火道直撃

（10万年後に噴火、堆積物上に居住）

温泉ボーリング

（200年後ボーリング時のズリの観察）

基本シナリオ

めやす線量：10μSv/y

変動シナリオ

めやす線量：300μSv/y

稀頻度事象シナリオ

めやす線量：1～20mSv/y

人為事象シナリオ

めやす線量：20～100mSv/回

基本シナリオ

 深成岩類を対象
 母岩からの出口の核種移行率を線量に換算
 中規模の河川に核種が移行することを仮定
 河川水を利用する農作業従事者の被ばくを想定



P.23

 火山・火成活動（広い影響範囲が想定される熱水活動，マグマの貫入等），断層活動（地下深
部からの断層の進展，低活動性の断層の活動等）については，日本の地質環境を踏まえ，注
意深くシナリオ作成を実施

 事象の発生時刻は，幅広い時間範囲を検討

 発生可能性は非常に低いと考えられるが，あえて直撃にまで至るシナリオについても検討

火道の処分場への直撃 断層の処分場への直撃

作物の摂取による
経口被ばく

居住空間における
火山灰の吸入被ばく

堆積した火山灰による
外部被ばく

稀頻度事象シナリオに関する試行

概念モデルの例

検討を進めているシナリオ案

断層からの
還元性地下
水による核
種放出

2km

処分パネル

100m
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地質学的ハザードに関する評価技術の改良

• 国際的に著名な地質環境に関する専門家チームに
よる最新の知見を適用した検討－ITMアプローチ

• 構造運動と火山活動を対象としたハザードマッピング
と潜在的影響の定量化に関する方法論の検討、及
びケーススタディ

ITM: International Tectonics Meeting
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超長期地質学的ハザードに関する理解促進

• 日本の地層処分にとって極めて関心の高い問題に関する合意形成への貢献

• ITM方法論の106年の時間スケールへの拡張とケーススタディ
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 第2次TRUレポート以降の取り組み

• インベントリの見直しに応じた設計・性能評価（NUMO-TR-10-03）

• 国際ワークショップ（2011: 討論モデルを用いたTRU廃棄物処分概
念の検討）（NUMO技術報告書準備中）

 TRU廃棄物処分場概念カタログの準備

TRU廃棄物に関する検討
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自
然
事
象
・
人
為
事
象
の
発
生

異
常
発
生
防
止
策

異
常
拡
大
防
止
策

閉
じ
込
め
・
遮
蔽
対
策
の
頑
健
性

放
射
線
影
響
を
伴
う
事
故

施
設
の
異
常
状
態
の
発
生

廃
棄
体
の
異
常
状
態
の
発
生

影響なし 復 旧 復 旧

地震，津波，地す
べり，人為ミスなど

建屋の損傷，機器
の損傷，火災，電
源喪失など

落下・衝撃などの
外力の作用，温
度上昇など

廃棄体の損傷，放
射線の漏えい

事故対応

成
功

成
功

成
功

多重防護による閉鎖前の安全対策の基本的考え方

このような状態に
至るか否かを検討
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閉鎖前の安全性－イベントツリーによる影響伝播の分析例

起因事象 施設の異常状態 廃棄体などの異常状態
影響を受ける

安全機能

地
上
施
設

地震，津波，
人為ミスなど

・遮へい壁への地震力の作用 遮へい

・装置故障→取り扱い中の把持具から
の落下

ガラス固化体に対する外力の
作用

閉じ込め
・電源喪失→換気停止
・装置故障→取り扱い装置からの出火

ガラス固化体の温度上昇

地
下
施
設

遮へい

地震，有害ガ
ス，異常出水，
津波など

・車両故障→車両逸走
・坑道の落盤
・メタンガスの爆発
・積替え，定置作業中の落下
・地下施設の水没

オーバーパックへの外力の
作用

閉じ込め

人為ミスなど ・車両故障→逸走→搬送車両の火災 オーバーパックの温度上昇

廃棄体に関する異常状態は，温度上昇と外力の作用に大別
表中の朱書きの状態について，廃棄体の閉じ込め機能の裕度の検討を実施

オーバーパック，岩盤により遮へい機能は十分な裕度を有する。
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技術的知識基盤の統合化

• 地質環境に関する知見は構造化された方法論（geosynthesis）に
よって統合、サイト記述モデル（site descriptive model (SDM)）
に集約

• SDMに基づいて処分場の設計や安全評価を実施

• 一連の作業はセーフティケースに統合
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1. 日本における地層処分事業

2. 研究開発の展開

3. 地層処分計画の再構築

4. 今後に向けて



P.31

東日本大震災と福島第一原子力発電所事故

原子力事業全般に対する国民の信頼が失墜

地層処分：科学技術の限界の自覚（学術会議）、最新知見に基
づく安全性の定期的な確認と国民との共有の必要性など（原子
力委員会の見解）の指摘

総合資源エネルギー調査会に二つのWGを設置

放射性廃棄物WG（2013年7月）／地層処分技術WG（2013年
10月）

これまでの地層処分の取り組みや技術的信頼性について原点
に立ち返った議論
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【設置目的】
地層処分の技術的信頼性について、改めて最

新の科学的知見を反映した再評価を実施

【結論】
段階的な調査を適切に行うことにより、全て

の天然現象の長期的変動の影響を踏まえても尚、
おのおのの好ましい地質環境とその地質環境の
長期安定性を確保できる場所を我が国において
選定できる見通しが得られた

地層処分技術ワーキンググループ放射性廃棄物ワーキンググループ

【設置目的】
最終処分に関する政策の再構築に向けた議

論・検討を実施

【結論】
①可逆性・回収可能性を適切に担保し、将来世
代も含めて最終処分の意思決定が見直せるよう
にする
②科学的に適性が高いと考えられる地域を国が
選定し、地質環境特性を科学的見地から説明し、
立地への理解を求める
③多様な立場の住民が参加する地域の合意形成
の仕組みを検討
④受入地域の持続的発展につながる支援策を国
が自治体と協力して検討、実施 等

総合資源エネルギー調査会ワーキンググループ

「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地
質環境特性および地質環境の長期安定性について－」
（中間とりまとめ、平成26年5月）

「放射性廃棄物WG中間とりまとめ」（平成26年5月）
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最終処分に関する基本方針の改定の要点

現世代の責任と将来世代の選択可能性
将来世代に負担を先送りしないよう地層処分に向けた対策を確実に進める
可逆性・回収可能性の確保、地層処分の技術的信頼性を高めつつ代替オプション（廃棄
物減容化・有害度低減、直接処分など）を含めた技術開発等を進める

全国民、地域との相互理解の醸成
事業実現に貢献する地域に対する敬意や感謝の念や社会としての利益還元の必要性
が広く理解されること
国から全国の地方自治体への緊密な情報提供と丁寧な対話

国が前面に立った取り組み
国が科学的により適性が高いと考えられる地域（科学的有望地）を提示するとともに、調
査等への理解と協力について関係自治体へ申し入れ

事業に貢献する地域に対する支援
地域の主体的合意形成に向けた多様な住民参画の「対話の場」の設置と活動の支援
地域の持続的発展に資する総合的な支援措置を検討し講じる

推進体制の改善等
NUMOの体制強化
信頼性確保のため、原子力委員会の関与の明確化と継続的な評価、原子力規制委員
会は調査の進捗に応じ安全確保上の考慮事項を順次提示
使用済燃料の貯蔵能力の拡大

（平成27年５月22日閣議決定）
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科学的有望地の選定－審議の経緯

− 放射性廃棄物WGから地層処分技術WGに対し、科学
的有望地の要件・基準等に関する検討を要請

− 地層処分技術WGにおいて議論開始（2014年12月）、現
在審議中

 地層処分に好ましい地質環境及びその長期安定性に関する２
０１４年５月「中間とりまとめ」に基づく閉鎖後長期安全性に加
え、操業時の安全性（地下施設・地上施設）、実現可能性を検
討対象

− 議論の途中経過を放射性廃棄物WG（2015年3月24日）
に報告・審議
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包括的技術報告書（2015R）（仮称）の作成

• 背景

− 東北地方太平洋沖地震、東京電力福島第一原子力発電所事故を受けた地
層処分計画見直しの議論

− 国の審議会（廃棄物WG、技術WG）の議論

− わが国の地質環境の特徴に対処しながら、どのように安全な処分場を構築
するのか、事業者として、最新の科学技術的知見に基づいて安全な地層処
分の実現性を示すことは、地層処分の技術的信頼性を高め、今後の事業展
開への着実な準備を図るために重要

 報告書作成の基本的アプローチ

− セーフティケースの概念に沿って、ジェネリックな現段階におけるわが国の地
層処分の安全性と実現性を取りまとめ

− 有望地が選定された後、文献調査以降の作業に対するテンプレートの準備

− 作成過程から国内外専門家との意見交換を行いながら2015年度末までに作
成し、国際レビューを受ける計画
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2015Rの特徴

 最新の知見や社会的要求の変化を踏まえた，わが国における安全
な地層処分の実現性に対する信頼性の向上
 閉鎖前および閉鎖後の長期に対して，わが国の地下深部における現実的な地質環

境の特徴を考慮した，より実践的な設計・安全評価手法の提示と，それらを適用した
設計例と安全性の見通しの提示

 モニタリングや回収可能性に関する記述の追加

 操業時における事故時の対応の提示

 サイト選定に即応するための技術の整備
 文献調査以降の地質環境モデルの雛型となる候補母岩モデルの準備

 多様なサイト条件を比較できる設計，安全評価の技術の整備

 最新知見を反映した人工バリア設計の合理化の方向性の提示

 リスク論的な考え方を導入した安全評価の枠組みの構築（評価期間とめやす線量の
設定，シナリオ構築の方法論）

 人材育成や技術継承などのマネジメント戦略を含めた，安全確保に向けた事業の実
施方針（安全戦略）の具体的な記述
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2015R－最新の技術開発成果の反映と品質確保

タスクフォース
（最新知見や意見の集約等）

NUMO（報告書取りまとめ）

地
質
環
境

統括

工
学
技
術

安
全
評
価

基盤研究開発機関等
（原子力機構、産総研、放医研、原環セ
ンター、電中研、日本原燃、原燃輸送）

有
識
者
レ
ビ
ュ
ー
等

 個別分野の技術開発成果に基づく最
新の科学的知見等を適切かつ効率的
に反映するために、基盤研究開発機
関等の専門家の参画を得て「タスク
フォース」を設置

 報告書の企画の段階から、国内外の
幅広い専門家から意見を聴取し、報
告書の目的や趣旨、作成方針、盛り
込むべき内容の妥当性などを確認

 一定の品質が担保された文献情報や
解析コードを活用（例えば、国内外
で実績が豊富な解析プログラムの使
用、解析結果の他プログラムによる
クロスチェック）
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1. 日本における地層処分事業

2. 研究開発の展開

3. 地層処分計画の再構築

4. 今後に向けて
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• ステークホルダーの信頼獲得：地層処
分の社会的受容

− 公開性と対話の重要性

− 長期間にわたる処分事業を通じた
セーフティケースの信頼性向上

− 地層処分技術の知識基盤としての体
系化

鍵となる課題
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 超長期の安全性評価のための予測技術の信頼性向上
- 3.11を踏まえたシビアアクシデント（巨大地震・津波の影響、とくに操

業時など）にも留意した地層処分の安全性検討

 処分場建設・操業・閉鎖に係る工学技術の実証
- 人工バリアの実規模性能実証試験

- 遠隔制御、自動化技術の開発・実証

 地層処分事業の柔軟性確保
- ステークホルダーの合意形成に資する「可逆性」や「回収可能性」を

考慮した処分概念の開発

- モニタリングシステムの体系化

 地層処分マネジメントシステム開発
- 要件／知識／品質の統合管理システム開発

 人材育成と将来世代への技術伝承

技術的な重要課題への継続的取り組み
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安全コミュニケーションの促進

• 地層処分の安全性を説明するセーフティケースの複雑性

− 多岐にわたる膨大な知識、情報、データを基に構築

• ステークホルダー間に存在する情報の非対称性

• コミュニケーションのための知識マネジメント

− 様々なレベルでの要求に応じた情報の提供

 なぜ放射性廃棄物の処分が必要なのか

 なぜ地層処分が選択されたのか

 火山や地震が多いわが国でも地層処分ができるのか

 数万年もの長期の安全性をどのように確認するのか

 万一の事態が起こったらどうするのか

 ・・・
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研究開発の枠組み強化への取り組み

• 内外の関係機関・大学等との連携

− 地層処分基盤研究開発調整会議

 基盤的研究機関に対する具体的な技術開発ニーズの提
示、研究成果の体系的整理等、技術開発全体のマネジメ
ントにおけるリーダーシップの発揮

− 共同研究

 JAEA （シナリオ開発手法、核種移行データベース、ガラ
ス溶解の現象論的モデル開発（計画中）など）

 電力中央研究所（地質環境調査技術実証研究）

− 国際ネットワークへの参加
• 人材の育成

−研究開発の現場への技術者派遣を通じた「現場に強い」技術
能力の向上

−対話活動に必要なコミュニケーション能力の向上
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ご清聴有難うございました。

NUMO ホームページ http://www.numo.or.jp
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